
「共同体異分子の処遇に関する法律」案

仙 法制史的考察（Ⅲ） 一

畔 上 泰 治

ⅠⅩ．閣議案

9．1理由書：前稿において触れたとおり、内務大臣フリックは1941年6月24

日に官房長官（Reichsministerund ChefderReichskanzlei）ラマースに対して45

部の法案と理由書を送付し、共同体異分子の処遇に関する法律案を閣議におい

て決定するよう要請していた。そこにはこの案がハイドリヒ主催の最終懇談会

に参加した全省庁の賛成を得たものであることが記され、早期の審議要請がな

されていた。そこにはまた、法律の施行と同時に公表される予定の執行命令案

も付されていた。1

こうして共同体異分子の処遇に関する法案は、関係する個別省庁の担当者間

の調整の段階から閣議での審議事項という表舞台に登場し、新たな局面を迎え

ることになった。フリックが閣議決定用に提出した法律案2に付した理由書は、

個別条文に対する注釈とともに、まずこの法律が如何なる認識を基盤としてい

るかに関しても述べていた。即ちそれは共同体の利益という観点を前面に押し

出し、遺伝学や「犯罪生物学」的な知見を取り入れることの重要性に触れなが

ら、強制力をともなった保護収容と断種措置を正当化していた：

「何十年にもわたる経験が教えてくれるのは、犯罪が価値の低い種族（Sippe）

の人間によりに絶えず補充されているということである。そのような種族に属

するそれぞれの人間が、繰り返し同様に劣悪な種族へとたどり着き、それによ

りその劣等性がたんに世代から世代へと受け継がれるだけではなく、しばしば

犯罪の温床へと凝縮されていく。たいていの場合こうした人間は民族共同体へ

の順応を望むこともなく、またその能力も持ち合わせてはいない。彼らは共同

1『「共同体異分子の処遇に関する法律」案一法制史的考察（Ⅱ）－』（『言語文化論集』第63号、2003

年、41－77頁）及びBArcIl．ぬ1．122参照。
2

本稿巻末資料8参照。
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体という考え方には馴染みのない生活を送り、共同体に対する何らの感情も持

ち合わせてはいない。このように彼らは共同体生活に不向きであったり、ある

いはそれどころか共同体に敵対的であったりし、結局は共同体にとってまった

くの異分子的存在である。

自らを共同体に組み込ませることができないために、一般の人間に対して絶

えず負担を与えているこうした共同体異分子（非社会的人間）を強制的に保護

収容するための十分な法的基盤を求める要請は、公的保護を託された施設から

以前より提出されていた。確かに現行の保護法も援助の必要性が認められた場

合や自ら進んで服する場合にさま強制力を持った保護収容を認めている（「公的

保護の条件、種類、措置に関する全国基本原則」第11条、13条：強制的な収

容は、「全国保護義務令」第20条により限定された条件の下でのみ認められる）。

しかし、共同体の秩序は、従来の不十分な手段を越える十分な措置により共同

体異分子を強制的に保護収容することを可能とする法律的基盤を求めている。

だが、共同体異分子の劣悪な遺伝子の受け継ぎ（Erbstrom）は、たんに厄介

な共同体不適格者（Gemeinscha氏suntaugliche）に比べ最も危険度が小さい人

々だけではなく、持続的かつ頑なに共同体に対して自分が負っている義務に反

する行動をとったり、あるいは傍若無人に自らの性向や衝動に任せた生活を送

る共同体敵対者（Gemeinscha允sぬindliche）（犯罪者）にも及んでいる。

保護関係者により強制的な保護収容を求められている人間は、実際にはほと

んどつねにその種族全員が、あるいはその一部が警察や裁判所の手を絶えず煩

わせている種族に属している。

システムの時代［即ち自由主義の時代］の政府は共同体異分子を前にして機

能不全に陥っていた。その時代の政府は遺伝学や犯罪生物学の知見を健全なる

保護。刑事政策の礎にすることはなかった。政府は自由主義的な考え方に基づ

き、つねに個々の人間の「権利」のみを視野に入れ、また公共の利益以上に、

国家権力の行使に対する個人の保護に重きを置いていた。

ナチズムにとっては、共同体が問題となっているときには個人は何ら重要な

存在ではない。

［ヒトラーへの］権力移譲後に保安警察（刑事警察）によって徐々に展開され

つつある、ナチズムに貫かれた警察法に基づいて共同体異分子に対してとられ

た予防的な犯罪撲滅措置は、こうした基本原則から生まれたものである。そこ

に貫かれた認識とは、共同体異分子の処遇は保護という領域の任務ではなく、

警察が掌握する領域の問題であるということである。ナチズムの考えでは保護
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措置とは、それを必要とするが、しかしまたそれに値する民族同胞に対しての

み助けとなるべきものである。民族共同体に対して危害を与えている共同体異

分子に対しては保護措置ではなく、適切な措置により彼らを再び民族共同体の

有益な一員として獲得することを、あるいは更なる危害を防ぐことを目的とし

た警察を基盤とした強制力が必要である。その際に前面に出るのは共同体を守

るという姿勢である。そのためには刑法という手段だけでは不十分である。そ

れは刑法に基づく保安・改善措置ならびに刑法の罰則…取り分け保安監置

（SicberungsveⅣabrung）は…つねに刑法に定められた特定の構成要件と結びつ

いているためである。

共同体異分子の処遇に関する法律案は、共同体異分子に対して強制的に保護

収容を行ない、監視で十分である場合には警察による彼らに対する監視を行な

い、また共同体異分子の子孫が再び共同体異分子となるであろう場合には、彼

らに対して断種措置を施すための法的な基盤を創設することを通して、こうし

た要請を満たすことを目指している。それにより、保護法から発展してきた強

制保護収容という考え方は予防的犯罪撲滅という観点の下に組入れられて受け

継がれ、その本質において拡大されたのである。」3

こうしてこの理由書はまず、ヴァイマル共和国時代の保護制度がその対象者

の「質」を問わないままに個の権利を過大に重視し、共同体の利益に対する配

慮を軽視してきたことを指摘し、その結果「価値の低い種族」がますます子孫

を増やして社会に対する害悪を再生産していると批判していた。そしてその上

でナチズム精神による徹底的な意識改革を迫っていた。即ち、ナチ政権下にお

ける「保護」とは遺伝学と犯罪生物学の成果を取り入れて「保護」に値する民

族同胞とそうではない人間を峻別し、前者に対してのみ支援措置をとることで

あること、またそれは同時に後者、即ち共同体に対して有益ではない、あるい

は害悪を与える「共同体異分子」に対する処遇は「保護」措置ではなく、民族

共同体を守るために警察が行なう「予防的犯罪撲滅」措置であることを明言し

たものであった。即ち、この法律の目的は、その振舞いにより民族共同体に対

して有益ではないと判断される共同体異分子を警察による措置を通して再び有

益な構成員として共同体に引き戻すこと、あるいは彼らが加える危害から民族

共同体を守るために彼らを強制的に警察施設に収容することが可能となる法的

3

BArcb．払1．127－129．
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な基盤を作り上げることにあった。こうしてこの理由書は「共同体異分子の処

遇に関する法律」が内務省主導のものであることを正当化していた。

上述のとおり、理由書はまたこの法律の条文に対する解説を加えていた。そ

の中でも取り分け注目すべきことは、まずこの法律の対象となる人的範囲に関

する規定を定めた第1条に対するものである。即ちそこでは、再三にわたり争

われてきた「共同体異分子」（非社会的人間）という概念の枠を定めるために、

第1項では「実際の現場においてもっとも頻繁に登場するタイプ」を個々に挙

げ、第2項は全ての間隙を埋める「包括条項」（Ge‡leralklausel）であると説明

されていた。しかし実際には、「健全な国民感情に反して国民としての義務を

頑なに怠り、それを通して一般人に負担を強いる人間」を共同体異分子と見な

すことを規定する第2項はあまりにも抽象的であり、拡大解釈の余地を多分に

残した規定であるにもかかわらず、この理由書はそれが「それ自身意義明瞭な」

規定であると説明していた。また第3項に関してはそれが少年福祉法や後見権

を顧慮し、未成年の共同体異分子に対する特別な処遇を認めるための法的基盤

の必要性を求めた結果であると説明し、この法律が刑事裁判に優先権を認めて

いること（執行命令第4条）、そのため刑法に対処規定がある場合には共同体

異分子法に基づく措置を講じる余地がないことを強調し、人的範囲の限定と司

法権の地位確保に関する要求への配慮を示していた。4

更に、これまでの準備段階において最も多くの批判や反対が寄せられた断種

措置を定めた第4条に関しては、この規定の趣旨が「共同体異分子処遇の中で

も最も重要な要求」のひとつであり、それは「遺伝的疾患を持つ子孫を予防す

るための法律規定を越えて」彼らに対して断種を行なう可能性を設けたもので

あり、それにより彼らの遺伝子の受け継ぎに決定的にとどめをさすことを目的

としたものであると説明していた。5即ち、この規定は一方においては「遺伝

的疾患を持つ子孫を予防するための法律」規定に基づいた優生裁判所

（Erbgesundbeitsgericbte）にその手続きを委ねることにより（執行命令第6

条）、これまで労働省や財務省など法務省以外からも提出されていた批判をか

わしながらも、他方においては「遺伝学と犯罪生物学の知見に従えば民族共同

体にとって望ましからぬ子孫の誕生が予期されうる」場合には「遺伝的疾患を

持つ子孫を予防するための法律規定を越えて」この法律を適用する場合もあり

同上、129参照。

同上、130参照。
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うることを宣言していた。

85

9．2関係省庁の見解。反応：こうして閣議決定のための案として提出されたこ

のフリック案に対しては、関係省庁からの賛否の見解や具体的な修正提案が寄

せられた。即ち、

…法務省：執行命令第1条と法律案第1条1の6に対する修正提案：執行命

令第1条に共同体異分子の決定における法的手続きの保証に関する規定を加え

ることを要求。また、法律案第1条1項6号に関し、「行刑施設」に代えて、「刑

罰あるいは保安。改善措置が執行される施設」とする修正を要求。なぜならば、

司法行政施設は刑務所だけではなく、労役所や保安監置施設などの保安・改善

施設をも含むため、後者の施設を出た者に対してもこの法律を適用するために

は上記のように修正する必要がある。フリック案では後者の施設を出た者は対

象とならない。6

【食糧・農業省（大臣ダレー：Ricbard
Ⅶalther Darr岳）：「私はこの法案に同

調することはできません。そのためまた、この法案に対して賛成することはで

きません」と具体的な根拠を挙げることなく明確な見解表明を行なっていた。7

… 国民啓蒙・宣伝省：「1941年6月24日の書簡とともに送付された草案に対

し、私には何ら異議はありません。」8

】プロイセン財務大臣（ポービッツ：Dr．JohannesPopitz）：執行命令第1条2

に対し：当該者の利益を考慮すれば、保護連盟の施設や警察が管理する収容所

への強制的な収容は、適正な法的手続きなしで行なうことはできない。9

一教会問題担当大臣（カール：Hanns Kerrl）：法律第1条2、また取り分け第

2条3の規定はあまりにも一般的である。これに対しては、とられた措置に対

して適正な手続きによる再審査が保証される限りにおいてのみ同意できる。断

種手術に関しては、優生裁判所が関与する規定が必要である。10

G

内務省および内閣官房宛の7月9日付け書簡。（BArcb．ぬ1．135参照）42年3月19日案ではこ

の主旨に沿った修正が加えられている。
7

41年7月31日付け官房長官宛ての書簡。（BArcb．払1．136参照）
S

41年8月6日付け内務大臣当ての書簡。（BArcil．bl．137参照）
9

41年8月25日付け内務大臣宛てのポービッツ署名の書簡。（BArc壬1．払1．149参照）
10

41年6月30 日付け内務大臣宛て、カールの書簡。カールはまたこの書簡の中で、共同体異

分子に対する措置の統括責任は管察に委ねるべきであるとの認識も述べている。（BA托血．払1．158

参照）
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… 四か年計画責任者（ゲーリング：Wilhelm
Hermann G6ring）及び国防軍最

高司令部（カイテル：ⅦilbelmKeitel）：この法律が戦争に対してもっている重

要性、即ち戦時におけるこの法律の重要性を否定。その理由として挙げられた

のは、この法律を実施するために必要な広範囲にわたる多大な行改作業であり、

その結果戦時におけるその非効率性を考慮し、法律制定の意義が否定されたの

である。11

9．3修正検討：この法案の実質的な担当者であるヴエルナーは、寄せられたこ

れらの見解をもとに、まず法務省参事官リーチュとの間で意見の調整を図ろう

とした。即ち、共同体異分子の決定に対する適正手続きを保証する規定を設け

るという要求に対しては、執行命令第1条において反映させることを表明して

いた。12 こうしたヴエルナーの見解を受けて保安本部局長官ハイドリヒは執行

命令第1条の修正案を関係大臣に送達している。そこには共同体異分子の処遇

における法的手続きが規定されていた。即ち、この法律の執行には保安警察が

当たること（第1項）。また、当該の共同体異分子が保護連盟に移送されるか

あるいは警察が管理する収容所に収容されるかという決定の前には本人に対し

て聴取が行なわれる。そして国家刑事警察局が…収容期間も含め－その決定を

行なう（第2項）。この決定は本人に対して書面で理由書を付して伝えられ、

その決定に不服である場合には一週間以内に国家刑事警察局の中に設けられる

「審判機関」（Spruchstelle）に訴えることが可能であった。3名から成るこの

審判機関には必ず裁判官有資格者が含まれていなければならなかった。しかし、

その際には本人に対して再び聴取する必要はなく、またこの決定を以って最終

決定とされていた（第3項）。「共同体異分子」に対してはこの審判機関の手続

きにおいて弁護人を立てることが認められていた（第4項）。13

ハイドリヒはまたこの書簡の中で、この法律が現在政治的な理由をもとにし

てゲシュタポが行なっている措置をも対象にしようとしている、という誤った

認識が散見されると指摘し、この法律は犯罪者と非社会的人間を対象とした法

律であること、またこの法律が刑事警察が行なっている予防拘禁措置に代わる

ものではあるが、「政治的な保護拘禁」（politische Schutzha免）措置ではないこ

11BA托b．払1．150参照。
12

41年9月13日付けの書簡。（BArcil．払1．151参照）
13

41年10月13日付けの書簡。（BArcb．払1．152－153参照）また執行命令第1条の修正内容に関

しては、本稿巻末資料9を参照。
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とを強調していた。

ハイドリヒのこの書簡はこの他に更にもうひとつ重要な通知を含んでいた。

即ち、ハイドリヒは国防軍最高司令部ならびに四か年計画責任者が下した、戦

時におけるこの法律の持つ重要性に関する否定的な判断を顧慮し、官房長官が

この法律の決定を思いとどまったことを伝えていた。即ち、閣議決定を経てこ

の法律の制定。施行を目論む内務省の意図は、官房長官のこの態度表明により

大きな障害に直面したのである。こうして「共同体異分子の処遇に関する法律」

はここにおいて、即ち閣議決定のための審議という表舞台において、最初の挫

折の危機を迎えることになった。

しかし、ハイドリヒはこの書簡の中でそれに対する対抗措置を講じようとし

ていた。即ち、法律制定に向けて官房長官の見解を御すために関連大臣や国家

行政全権代表者（Generalbevo11macbtigter蝕dieReicbsvenvdtung）14、即ちW．

フリックに対して戦時におけるこの草案の重要性を最終的に明確にするように

求めていた。15それは法律の重要性を支持する省庁の見解や民間行政に対する

最高責任者の見解を示すことにより、国防軍司令部や四か年計画責任者の見解

に対抗させ、結果として官房長官の支持を取り付けようとしたものであった。

こうしたハイドリヒの書簡に対して、教会問題担当大臣は執行命令第1条の

修正案を概ね歓迎しながらも、決定に対する異議を審査する審判機関の構成に

関し懸念を示していた。即ち、異議に対する審判が当該人物を保護連盟あるい

は警察が管理する収容所に収容することを決定した機関で行なわれ、しかも同

一の官吏により再び行なわれる可能性を指摘し、その公正さに疑問を投げかけ

ていた。そして法務省あるいは少なくとも法務大臣が任命する裁判官が長とな

り指揮権をとった上で、内務大臣と法務大臣の相互合意の下に設けられた別の

組織が決定を下すよう条文を修正すべきであると提案していた。16

またこの他にも断種措置における優生裁判所の関与に対する賛否や弁護人の

参加に対する修正意見などが寄せられた。17後者に関して次官フーエバー

（Hueber）は弁護人の立会いを認める制度そのものは支持したが、弁護人の選

141938年9月4日の帝国防衛法（Reicbsver亡eidigungsgese也）により設けられた。任務は、戦争開

始時に民間行政を統一的に遂行すること、また司法や内務の部局に対する指揮権限を有していた。

（Benz，Ⅶ01短ang（血rsg．）：EnzyklopさdedesNadonalsozialisInuS，StⅥ仕gart1997．S．482－483参照）

15

BArcb．ぬ1．153参照。

16

41年12月10日付け、法務大臣宛てのカールの書簡。（BArch．bl．156参照）
17
優生裁判所の関与に関する賛否に関しては、BArc王1．bl．163参照。
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出に関する制限を設けることを主張した。即ち、弁護人の選出に際してはユダ

ヤ人あるいはユダヤ人を配偶者に持つ弁護人を排除することを求め、執行命令

第1条4項に関する以下の修正案を提出していた：

「共同体異分子は、決定に対する異議審判手続きにおいて弁護人の援助を利

用することができる。弁護人の選出には異議審判機関の長による許可を必要と

する。許可は取り消される場合がある。その場合には共同体異分子に対しては

別の弁護人を選出する機会を与えなければならない。」18

しかし、ハイドリヒの書簡を契機に示された見解の中で最も注目すべきもの

は、上記教会問題担当大臣の書簡に対する法務省の見解である。即ち、法務省

はハイドリヒが示した修正案には共同体異分子の認定手続きにおいて担当者が

当該者と直接向かい合う口頭審査制度が保証されたこと（執行命令第1条）、

また共同体異分子の範囲の限定（法律第1条1及び3）、未成年者の取り扱い

（法律第1条1の3、執行命令第5条）、優生裁判所の参加（執行命令第6条）

などの問題において法務省が求めていた多くの要望が満たされていると述べ、

この法案に対しては最終的には賛同を拒まないとの認識を示していたのであ

る。19即ち、長期にわたり内務省との間で見解の相違を示してきた法務省もま

た、フリックが示した修正案、即ち「共同体異分子の処遇に関する法律」案に

対して基本的に賛成するという見解を抱いていたのである。

9．4 修正案：こうして戦時におけるこの法律の重要度、即ち戦争遂行に対する

貢献度が低いと判断され、山度は挫折しかけた内務省案であったが、長年にわ

たる論敵法務省の支持を期待できたことを契機に、内務大臣フリックは42年

1さ”§4DerGemeinscba鮎丘emdekannsic壬1indemVeぬ址envorderSprucbstenedesBeistandes

eines Ver亡eidigers bedienen．Die Wa血1des Verkidigers bedarf der Gene壬1migung dl汀Cb den

Vorsitzenden der Spruc壬1Stelle．Die Gene血1ig≠ng kann zM滋ckgenommen werden．Ⅶird sie

Zu畑ckgenommen，SO SOlldem GemeinscIla氏s丘・emden Gelegenileit zw Wableines anderen

Verteidigersgegebenwerdenノ‘（42年3月9日付けシュレーゲルベルガーに宛てた文書。BArcll．払1．

164参照）42年3月19日に示された修正案にはこの提案は盛り込まれてはいない。なおユダヤ

人弁護士の禁止に関しては、33年3月にすでに導入されていた。
19

42年1月付けの教会問題担当大臣宛の書簡草稿。しかし、この書簡は実際には送付されず、

そのまま処理済と扱われた。これは法務省局長シェーファ｝の報告を受けた次官フライスラーの

決断によるものであった。（BArcb．払1．159－161参照）
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3月に官房長官に宛てて、再び審議を行なうよう修正案と理由書を付して要請

していた。20即ち理由書は、「国家行政全権代表者」が戦争に対するこの法律

の重要性を認めたことを指摘し、あらゆる犯罪者や非社会的人間から民族共同

体を守ることが急務であること、更にはこれらの人物を効果的に撲滅すること

で労働と防衛に貢献することの重要性と、またこの法律が他に何ら特別な行改

作業を必要とするものでをまないことを強調し、この法律の実現を強く迫ってい

た。21

この修正案に対して法務省第一課は参事官リーチュに宛てこの草案に共同署

名したことを伝えていた。22これを受け法務大臣は内務大臣に宛て書簡を送っ

ている。その中で法務大臣は先のフーエバーの見解を踏まえ、「民族裁判所」

（Volksgedchtshof）における弁護人制度に倣った執行命令第1条4項の修正

を求めていた。23 しかし、この修正要求はフリック案に対する法務省の否定的

な見解を表明したものではなく、それはこの法律および執行命令の制定に向け

た前向きの提案であった。

こうして内務省にとって最も手強い交渉相手であった法務省がこの修正案に

同調し、「共同体異分子の処遇に関する法律」をめぐる議論の流れの中におけ

るひとつの特記すべき時期を迎えることになったが、しかし、これで政府内の

すべての足並みが揃ったわけではなかった。ここに至って法務省に代わり、幾

つかの関連機関からの強い懸念や反対が顕著になっていた。例えば、ドイツ法

アカデミー総裁であり無任所大臣でもあったハンス・フランク（Dr．Hans

Frank）は今回のこの内務省案に対して明確に反対する姿勢を示していた。フラ

ンクは一方において共同体異分子の処遇に関する法律の必要性を認めていた。

しかしフランクは他方において－初期の法務省の見解と同様に一取り分け執行

命令第1条に強い異議を唱えていた。即ち、フランクは裁判所を全く排除し警

察に全権を委ね、国家保安本部局が共同体異分子の認定を行なうという措置は

法律に対する国民の意識とまったくかけ離れ、その受け入れは不可能であると

主張し、内閣官房長官に対してこの問題を解決するために緊急に大臣懇談会を

加

BArc壬1．払1．168－179参照。42年3月19日付けの案は旧実にわずかな修正を加えたものである。

修正個所に関しては、本稿巻末資料8の注を参照。

2142年3月19日付けフリックの書簡。（BA血．ぬL167参照）

訟1942年3月28日付け。（BA打払．払L195参照）
公

修正内容は先のフ｝エバーの提案と同じ。（1942年4月7日の書簡：BArc‡1．ぬ1．196参照）
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開催するよう求めていた。24フランクのこの指摘は、それまでの法務省と内務

省の対立構図を支えてきたひとつの大きな柱であり、法務省が内務省に譲歩を

し続けてこの法案に同調するに至ったこの時点において、法律の専門家として

の立場からこの法案の持つ本質的な問題点を指摘したものであり、それは同時

に法務省の姿勢に対する批判でもあった。フランクはこうした状況を、法務省

を含めたドイツ国民の権利意識が鈍感になっている表われであると批判してい

た。こうしたフランクの見解に対しては支持が寄せられた。例えば、プロイセ

ン財務大臣もまた「法的な権利保障」という観点からこの法案に対する重大な

懸念を挙げ、同時にまた新たな内務省案に賛同する姿勢を示す法務省に対して

も疑念を投げかけていた。25

他方において、この法律に対して賛同することができないことを明言したゲ

ーリングの理由はフランクとは全く逆のものであった。即ちゲーリングは、こ

れまで警察はこの法案に盛り込まれた任務を法的な裏付けなしにすでに行なっ

ていたことを指摘し、戦争開始後3年目の時点においてこのような法律が施行

された場合に外国に対して、また国民に対しても、あたかもドイツ国内におけ

る状況が抜き差しならないものとなっているとの印象を与えかねず、それは是

非とも避けなければならないと主張していた。26また、国防軍総司令本部も長

官カイテルの名において官房長官に対してゲーリングのこの見解を支持する書

簡を送っていた。27

こうして内務省と法務省の歩み寄りにより「共同体異分子の処遇に関する法

律」をめぐる議論は表面上では大きな進展を示してはいたが、他方においてフ

ランクやゲーリングの上記見解に示されるように、司法ないしは警察固有の権

241942年4月7日付け速達。（BArc壬1．払1．197－198参照）

2S1942年4月10 日付け、官房長官当て書簡。（BArch血1．200参照）内閣枢密顧問会総裁（der

Pr益sident des Gelleimen Xabinettsrats）もまたフランクの見解を支持し、響察に対して広範な権

限を委ねている法案は「人々に与える心理的な影響という観点において間違ったものである」と

し、内務省案を全く認められないものであると糾弾している。（42年4月10 日官房長官宛ての

速達。BArch血l．199参照。内閣枢密顧問会は総統布告（Ft払rererlaJき）により、外交問題に関して

ヒトラーに助言を行なうことを目的として1938年2月4日に設けられた。（W．Benz，a，a．0．，S．

48ト482参照）同様に経済相シヤハト（Dr．均almar Schacht）もまたフランクの見解を支持する書

簡を官房長官に送っている。（1942年4月14日付け。BArch血1．201参照）

261942年4月24日付け、国防軍総司令本部宛ての書簡。（BArcb．軌206参照）

271942年5月14日付けの書簡。その中でカイテルはまた、兵士の嚢や負傷して退役した兵士

が法案第1条1および2項により共同体異分子と見なされ、処遇される危険性があることを指摘

している。（BArc王1血1．205参照）
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限範囲の変更というこの法律そのものが内在的に持つ重大な問題を指摘する見

解も根強く残っていた。しかもそれは、「共同体異分子」と直接に関わる現場

から強く寄せられていた。

こうした対立する意見を克服するために、ハイドリヒはこの法案の実質的な

担当者であるヴエルナーに命じて、「共同体異分子」の処遇に関する細則を定

めた「布告案」（Erl誠entwurf）を用意させ、法律制定が挫折することを回避し

ようとしていた。それを受けてヴエルナーは42年5月には「布告案」を作成

し、法務省参事官リーチュに対して内々に示していた。しかし、この布告案は

一次稿において見るとおり－断種措置や未成年の共同体異分子に関する問題に

は直接触れず、その間題にはそれぞれ別個の布告を設けることを指摘するだけ

にとどまっていた。28 しかもこの「布告案」は法務省にとっては先のフリック

案に比べ実質的に後退した内容となっていたのである。（続）

㍊1942年5月5日付け。（BArcb血1．153及び208－229参照）
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閣議決定のための第一次薬29

Gese恵老ぬ鮎e訂dまe鮎鮎a弧d且硯汲まGeme孟皿SCぬa免s鉦e捌dey

UmdurchpolizeilicheMa触ahmensicberzustellen，da月Gemeinscha丘s血・emde，die

durchihr Verhalten die Volksgemeinscha氏sch畠digen，ihr wieder als ntitzliche

Glieder zuge氏ibrt oder an einerⅥreiteren Sch誠igung der Volksgemeinscha氏

gebinderとWerden，hatdieReichsre即erungdasわ1gendeGesetzbeschlossen，das

hiermitverktindetwird：30

§1（旧第2条）

（1）GemeinschafとSなemdimSinnediesesGesetzesist，

1．）wergewohnbeitsmえssigseinenIノebensunterhaltnichtaufordnungsgem誠e

Weise eⅣirbt und dadurch gegen seine Ve叩虫ichtung gegentiber der

VolksgemeiIISCha氏verst6伽；

2．）wer，Obwohler訂beits鮎igist，trOtZibm gebotenerÅrbeitsm6glichkeit

SeinenLebensunterbaltnichtause唱enemVerdienstbestreitetunddadurch

h訂tn畠ckig gegen seine Verp鮎chtung gegen肋er der Volksgemeinscha氏

VerStiうSSt；

3．）wersicbineinergegendasgesundeVoll（Semp畠ndenversto鮎ndenWeise

hartn護Ci（igeinergesetzlicbenUnterhaltsp鎚chtentzieht；

4．）werinわIge Rauschgi鮎－，insbesondere Trunksucbt sich oder andere

ge伝hrdet und dadurcb gegen seine Verp凸ichtung gegentiber der

Volksgemeinscba氏verst6伽；

5．）werwegen Stra免aten verurteilt wordenist，dieihn als NeigtlngS－Oder

Triebverbrecherkennzeichnen，unddurchseinⅥreiteresVerhaltenbesorgeI1

1まsst，dasserauchktin免igsoIcheStraぬtenbegehenwird；

291941年6月24日付薬。旧案と本質的には大差はないが、閣議決定のための案としての位置

に鑑み、ここでは省略をせず全文を載せる。（BArcb．払1．123－126，131－134参照）
30

この前文は、旧案第1条を修正したものである。
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6・）weraus蝉entlassen

WOrdenistundnichtnachweisenkann，da月ersicbnachseinerEntlassung

ernstba氏bem払tb紙ingeordneteVerh鮎tnissezur仏ckzukehren；

7．）wernacbVerb戊触ngeinerStrぬ，Ohneda月gegenibneineMa伽egelder

Sicberung u‡ld Besserung angeordnetwordenist，naCbUberzeugung der

ZuStぬdigenJustizbeb6rde eine Eingliederungin die Volksgemeinscha氏

nochnicbterwartenは点t．

（2）Gemeinscha氏sなemdimSinnedesGesetzesistauch，Werau点erdeninAbsatz

lgenanntenF護1lenineinergegendasgesundeVolksemp点ndenverstoβenden

Ⅶeise bartnえckig dieihm gegen戊ber der Volksgemeinscha氏 obliegenden

P瓜ichtenverletzt32
unddadurchbe鮎rchtenla牝d誠erbeiFortsetzungseines

Verbaltens eine allgemeine Ge壬ahr bildet oderin払Ige seiner ungeordneten

Lebens氏ihrungderAllgemeinbeitdauerndzurLast伝11t．

（3）Minde王瀬brigesindalsGemeinscha氏s丘・emdenuranzusehen，

1．）wenn鮎rsiedieF缶rsorgeerziehungnichtangeordnetoderauなechterhalten

Werden kann und nacb Ⅵ）erZeugur唱 der Erziebungsbeh6rde eine

Eingliederungi‡ldieVolksgemeinscba氏nicbtodernochnichtzuerwarten

ist；

2．）wennsiezubestimmteroderunbestimmもerStraぬverurteiltwordensind，

eineMa伽egelderSicherungundBesserungnichtangeordnetwordenist

undnacbむberzeugungderzustぬdigenJustizbeb6rdeeineEingliederu喝

indieVolksgemeinscba氏nochnichtzuerw訂tenist．

§2（旧第3条の修正）

（1）Gemeinscha氏sなemdewerdendurchdiePolizeibeh6rde戊berwacht．

（2）ReichenOberwachungsma蝕ahmennicbtaus，SO肋eⅣeistdiePolizeibeh6rde

Gemeinscha氏sなemdedenLandes氏irsorgeverb豆nden．

（3）Er払rdertdiePersoneines Gemeinscba氏s丘・emdeneinescharぬreBewachung，

31この個所は旧案では”VollzugsanstaltenderReicb如s也zvenva加ng11nda11SArbeitserzie血ngs－，

Besser皿gS－，ⅧdBewabmngs－SOWieJⅥgendsc血u比1agernderPolizei“となっていた。また、42年

3月19日案では”WerauSeinerStraか0氾zugsans也1t“が”耶！ra11SeinerAns払1t，払derStra良noder
Massregeln der Sic王妃r皿g nnd Besserung vollzogen werden“と修正された。（B如cb血1・168－171，
176－179参照）

記

旧案では”VerSt6sst“となっていた。
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alssieindenAnstaltenderLandes鮎rsorgeveぬ独dem6glichist，SObringtibn

diePolizeibeh6rdeineinem幽3unter．
§3 （旧第4条の修正）

（1）DieIJandes触sorgeveユ心象ndebabendieihnen34肋eⅣiesenen Gemeinscha氏s－

たemden aufihre Kostenin geelgnetenAnstalten unterzubringen．Sie氏ihren

dieseAu短めealsstaatlicheAu短abenachAnweisungdurch．

（2）DerReichsminister desInnem bestimmt，Welche Anstalten重量感5

anzuse壬IenSind．

（3）SoveitdenLandes鉛rsorgeverb護nden氏irdenerstmaligenNeubauoder触die

Erweiterung von Anstalten Kosten erwacbsen，beteiligt sich das Reich an

diesenXostenzurHal氏e．

§4 （旧第5条）

（1）Gemeinscba氏s血・emde，beidenenein氏irdieVolksgemeinscha洗unerw缶nschter

NachwuchszueⅣ訂tenist，Sindunfmchtbarzumacben．

（2）F故dieKostenderUnなuchtbamachunggelten§13Abs．2desGesetzeszur

Verh胱ung erbkranlくen NachⅥruChses vom14．7．1933（RGBl．IS．529）und

diehierzu erlassenenDurcb払hrungsvorschd氏en．ImFalle derHi胎bediir鮎g－

keit tra釦der Landes鮎rsorgeveぬand，der verp鎚chtetist，die Kosten der

Unterbringungzutragen，auChdie筑ostenderUT血uch也macbung．

§5 （旧第6条の修正）
36

DerGemeinscha氏s丘・emdebatdieKostenseinerUnteぬdngung zuerstatten．

§6 （旧第7条の修正）

（1）DerReichsminister desInnem erは伽diezurDurch鉛hrungundErg畠nzung

dieses Gesetzes eげorderlichen Recbts－ und Verwaltungsvorscki氏enim

EinvernebmenmitdenbeteiligtenReicbsmi‡listernunddemJugend氏ihrerdes

DeutschenReiches．

（2）Das Gesetz gilt mit Ausnahme des §4 auchin den eingegliederten

33

旧案では血einem polizeilicben AぬeitserzieilⅧgS－，einem polke泊icben
Besser皿gS－，Ⅷd

Bewa壬1rmgS－OdereinempolizeilicbenJugendscbu也1ager“となっていた。

34

旧案では”i血nen“の後に”gem畠ss§3Abs．2“が入っていた。
35

旧案では”alsgeeignet血SinnedesAbs．1Satzl“となっていた。
36

旧案は”UnteIもdngⅥngnaC血§3Abs．30der§4Abs．1Satzl“となっていた。
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0stgebieten・37DerReichsministerdesInnembestimmtdenZeitpunkt，VOn

demabauch§4indeneingegliedertenOstgebietengilt．（旧第3項の修正）

Berlin，den…‥……．．，．．…………．…．……．．．………．…………………

DerF缶brerundReicbskanzler

DerVorsitzendedesM：inisterrats氏irdieReichsverteidiguI唱

DerReichsministerdesInnern

DerReichsministerderJustiz

DerReichsarbeitsminister

DerReichsministerderFinanzen

DerReichsministerundChe君derReicbskanzlei

DerLeiterder‡）arteilKanzlei38

麹墜

AufGrunddes §7desGesetzesiiberdieBehandlungGemeinscha氏sfremder

vom‥…．（RGBl．IS…）wirdbestimmt：

§1

（1）DieDurcb払brungdes§2desGesetzesobliegtderSichedleitspolizei．

（2）DieObeⅣeisungandenLandes鉛rsorgeve沌and oderdie t7nterbringungin

地軸ぜ9bedaげderBest乱igungdurchdasReichssicberheits－
hauptamt，das auch die Dauer derUnterbril唱ung durch den Landes鉛rso柁e－

verbandoderdiePolizeibeh6rdebestimmt．

㌘

42年3月19日案では”DasGesetzg批atlCilindemeingeglieder亡enOstgebieten．“と修正された。

38

新たに追加された。
刃

旧案では”払 einem polizei臼cben Arbeitserziebl皿gS－，Besserungs－，u血 Bewa壬1r皿gS－ Oder

JugendscIlutZlager“となっていた。
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§240

（1）Die zusはndige Dienststelle der Sicherheitspolizei肋erweist den Gemein－

scbz此s血・emden demIJandes鮎rsorgeveぬ弧d，in dessen Bezirk sieibren Sitz

bat．Dieser Landesf批sorgeverbandtr畠釦die Xosten der Unterbringung．Der

Reichsminister desInnern kann die P瓜icht der Landes鉛rsorgeveぬ独de zur

UnteぬdngungundTragungderKostenimVer‡l急1払iszueinander血weicbeTld

regeln．Zwe血IsなagentiberdieP［f］1ichtz∬UnteぬdngungundTragungder

XostenentscheidetderReichsministerdes‡nnern；SeineEntsc壬1eidungist拉r

dieGerichteunddieVerwaltungsbeh6rdenbindend．

（2）DerIノandes鉛rsorgeverband kanndie Freilassung eine＄ihmむberwiesenen

beantragerl．UberdenAntragentscbeidetdasReichssicherbeitsbauptamt．

§3

Die Dienststellen der Sicherheitspolizeik6nnen Gemeinscha免s血・emde bis zur

Entscheidungdurc壬IdasReichssicherbeitsbauptamtvorlaufigde‡lLandes氏irsorge－

verb紬den肋erweisenoderselbstvorlau鞄unterbringen．41

§4

（1）DieZust独digkeitderStra女echtsp鮎gewirddurchdieBestimmungendes§

2 des Gesetzes nicht bert払れ．Hat ein Str誠gericbt eine Person wegen

erwiesener Unscbuld oderⅥregen mangelnden BeⅥreises缶eigesprochen，SO

lくannWegendesselbenSacbverhaltseineAnordnunggemえ乃§2desGesetzes

nicht getroぽen werden；ist die FreisprechungⅦ・egen mangelnden Beweises

erfolgt，SOSindむbeⅣaChungsma伽ahmenzuはssig．HateinStraなerichteine

P鑑SOn Verurteilt，SO SOllen nacbÅblauf der Stra反eit unbeschadet des §1

AbsatzINr．7undAbsatz3独．2desGesetzeswegendesselbenSacbverhalts

andereAnordnungenalsUberwachungsma触abmennichtgetro飴nwerden．

（2）ⅦelcbeJustizbeb6rdenimSinnedes§1AbsatzINr．7undAbsatz3Nr．2des

Gesetzes zust独dig sind，bestimmen derReichsminister derJustiz，der Cbef

des Oberkom‡nandos derlⅣehrmacht und der Reicbs鉛hreトSS und Chef der

40

第2条は旧案を大幅に修正している。

41旧案にあったこれ以降の部分は削除された。
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Deutschen Polizeiim Reichsministerium desInnern，jeder f批 seinen

Gescb白魚sbereich．

§5

（1）DieAnordnungderF批SOrgeerZiehunggem護乃§63Absatzlund3und§67

desReichsgesetzes氏irJugendwobi血b比vom9．7．1922（RGBl．IS．633）inder

Fassung der Verordnung tiber伽gendⅥrOhぬhrt vom

S．522），imReichsgau Sudetenland，in denReichsgauen

Gebiet42 der bisbedgen Freien Stadt Danzig gem誠

entsprecbenden Vorschri氏en geht einer Ubenveisung

4．11．1932（RGBl．I

der Ostmark undim

den do托 geltenden

Oder Unterbringung

nach§2desGesetzesvor．むbeⅣeisungoderUnterbrin糾ngnaCh§2des
GesetzesistnurgegensoIcbeMindeわ蝕rigezulassig，

a）beidenen die F批sorgeerziehung wegen E汀eicbung des18．oder19．

Leben由akesnichtm6glichist（§おAbs．1u．3押G），

b）beidenen die F伽sorgeerziehung nichtin Betracht kommt，Weilsie keine

AussichtaufErわ1gbietet（§63JWG．），

c）beidenen die Ftirsorgeerziehung nicht tiber das19．Lebensjahr au血・eCht

erhaltenⅥrird（§§72，72aJWG．），

d）dieausderFtirsorgeerziehungwegenUnatlS鉛hrbarkeitausG畑nden，diein

ihrer Personliegen，insbesondere wegen erhd）licher geistiger oder

seeliscberRegelⅥ7idrigkeiten，entlassenwerden（§73JWG．）．

（2）Die Erl（1amng der Erziehungsbeh6rde，dass eine Eingliederung des

Minde‡j箆kigenin dieVolksgemeinscba氏nicbtzu eⅣa止enist（§1Abs．3

Nr．1des Gesetzes）gibt die F批sorgeerziehungsbeb6rde ab，Wenn die

F山・SOrgeerZiebungnicbtau色・eChterhaltenwerdenka‡ln，inden（ibrigenF畠1len

das Vormundscha氏sgericbt．Die F仏rsorgeerziebungsbeb6rde bedad zur

Abgabe der Erklarung der Zustimmung des Vormundsc壬1a氏sgerichtes，das

Vormundscha氏sgericht der Zustimmung der F缶rsorgeerziebungsbeh6rde．

Lehnt das Vormundscba氏sgericht dieAbgabe der Erklおung ab oderversagt

esdieZustimmungzueinersoIcbenErkほrungderF政sorgeerziebungsbe－

収

42年3月19日案では”Ⅶien，Ⅹ良mten，Niederdonau，Oberdonau，Salzburg，Steiemark，Tirolund
VorarlbergsowieimGebiet“と修正された。
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h6rde，SO Steht derF政SOrgeerZiehungsbeb6rde und der zusはndigen Diensト

StellenderSicherheitspolizeisoぬれigeBeschwerdezu．

（3）Diegegen Mindeわ弘rige nacb §2des Gesetzes getrogenen Ma触ahmen

i（6nnenauchnachE汀eicbungderV叫弘dgkeitau免・eChterbaltenwerden．43

（4）Mindeホhrige Abk6mmlinge von Gemeinscba免s丘・emden，beidenen zu

be払rcbte‡list，dass sieselbstgemeinsch誠tsなemdwerden，k8nnenpolizeilicb

auch danntiberwachtwerden，Wenn dieVoraussetzungen des §1Absatz3

Nr．1desGesetzesnichter鉛11tsind．（旧案（3）の修正）

（5）InFallen，in deneneinsofortigespolizeilichesEinscbreitenerねrderlichist，

k6nnen die Dienststellen der SicberbeitspolizeiMindeわ弘rige bis zur

Erklおung derF批sorgeerziehungsbeh6rde oderdesVomundschaftsgerichtes

denLandes氏irsorgevelわ独denvodau畠gtibenveisen．（旧案（4）の修正）

§6

DieEntscheidung肋erdieUnなuchtbarmacbunggemえ乃§4desGesetzestre鮎n

dieErbgesundheitsgericbtenachdenBestimmungendesGesetzeszurVerh胱ung

erbkrankenN】achw・uChsesvom14．7．1933（RGBl．IS．529）mitfblgenderMa8gabe：

1．）Antragsberechtigt sind auch die Leiter derim §2 des Gesetzes

er鵬hnten Anstalten der Landes鮎rsorgeveぬ独de und 垂L主星匹L卓堅

Polizei44sowiedasReicbssicherbeitsbauptamt．

2．）Die Entscheidung，Ob eine Person gemeinscba氏s缶emdist，tr放 das

Reichssicherheitshauptamt．DieseEntscheidungwirdscbri氏血herteiltund

ist払rdasErbgesundheitsgerichtbindend．§5Absatz2bleibtunbertihrt．

3．）Das Erbgesundheitsge王icht sollzur m缶ndlichen Verbandlung einen

VertreterderSicherbeitspolizeizuziehen．

§7

Der Reichsminister desInnem kann Anstalten，die nach §3Absatz2 des

Gesetzes als geelgnetbestimmt werden，Au鮎．gen肋er die A托undWeise der

心

第3項の内容をま新たに追加された。

心1旧案では”derpo滋zei滋cbenAぬeitserziebⅥ咽ト，BesserlmgS－，undBewa壬mgslager“となってい

た。
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erbp凸egerischen Sichtu．ng，der Erziehung und Verwahrung der Gemeinscba氏s－

なemdenmachen．ErkanndieKostens駄ze拉rdieUnterbringu．ngねstsetzen．

Berlin，den

DerReichsministerdesInnern

DerReichsministerderJustiz
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資料9
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執行命令第1条の修正案（41年10月13日付け）45

§1

（1）DieDurch鮎hrungdes§2desGesetzesobliegtderSicherheitspolizei．

（2）VorderEntscheidung肋erdie仇eⅣeisungandenLande瓜rsorgeverband

Oder die Unterbringungln einemLagerderPolizeiwird derGemeinscha允s－

なemde geh6れ．Die Entscheidung bedad der Best鮎igung durc‡1das Reichs－

垣垣幽些，46dasauchdieDauerdert7nterbringungdurcbdenLandes－

鉛rsorgeverbandoderdiePolizeibeb6rdebestimmt．

（3）DerGemeinscb誠sなemdekanngegen8ieEntscheidung肋erdieOberweisung

an den Landes鉛rsorgeverband oder die Unterbringungln einem Lager der

Polizei，dieihm nach Best駄igung mit denGriindenderEntscheidungzuzut

Stellenist，binnenlWochedieSpruchste11edes堅塾蝮蔓47

anruねn．Die Spruchstelleist mit3Beamten besetれVOn denen einer die

Be鮎igung zum Ricbteramt haben muss，48und entscheidet endg山tig．Einer

nochmaligenAnb6rungdesGemeinscha氏sなemdenbedarfesnicht．

（4）DerGemeinscba氏sなemde kann sichin demVerた血renvorderSpruchstelle

ei‡leSVerteidigers bedienen，der鮎r dieses Vedahren allgemein zugelassen

ist．

‘15
BArcb．払1．154．

46

42年3月19日付薬では”Reicbsk血inalpo止zeiamt“に代わり”Reicbssicムerheitsbauptamt“と修
正されている。（BArc壬1．bl．154）

47

同上。

48

42年3月19日付薬では”mu＄S“に代わり”SOll“と修正されている。（同上）




